
公益社団法人全国障害者雇用事業所協会（全障協） 

１ こんな団体です。 

 障害のある方々を多数雇用している全国の事業所が集まってつくった団体です。 

 障害者の雇用の促進と職場への定着を推進するために、事業所、社会福祉施設、学校等に対する情報

提供や相談・援助、調査研究等を行うことを目的としています。 

 

２ こんな事業を実施しています。 

 広報誌「エスペランス」の発行等 

障害者の雇用に関する情報提供及び啓発を目的として年２回発行しています。 

また、全障協ホームページを通じ、障害者雇用に関する最新の情報を提供してい 

ます。 

 全国７ブロック会議の開催 

全国 7ブロック（北海道、東北、関東・甲信越、中部、近畿、中国・四国、九州・

沖縄）において、年２回ずつ開催しています。 

ブロック会議では、障害者雇用に関する最近の動向、支援策等を伝えるセミナー 

や障害者雇用について先進的な取組を実施している事業所の見学会、障害者雇用 

事業所同士の経験交流会等も実施しています。また、都府県レベルでも同様に支 

部会議を実施しています。 

 厚生労働省委託「障害者に対する差別禁止・合理的配慮等に係るノウハウ普及・相談支援事業」の実施 

厚生労働省から委託を受けて、全国７か所に相談コーナーを設け、障害者雇用について課題や悩み

を持つ中小企業の事業主等を対象に、専門相談員によるきめ細かな相談支援を行っています。 

また、障害者に対する合理的配慮や障害者の新たな雇入れ、職場定着等をテーマとしたセミナーを開

催しています。さらに、障害特性に配慮した雇用管理等の好事例の普及等の事業も実施しています。  

広報誌エスペランス 

近畿ブロック会議の様子 関東・甲信越ブロック会員事業所 作業風景 

障害者活躍企業事例集 



 障害者ワークフェアへの参加 

事業主や一般の方々を対象に、障害者が実際に働いている職場の紹介や障害者による作業の実演、

障害者の作った製品の展示等を行うために独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が実施し

ている障害者ワークフェアにも参加しています。 

 障害者優先調達推進法の対象事業所に関する情報提供 

障害者優先調達推進法により、国や地方公共団体等の機関が特例子会社や障害者多数雇用事業所か

ら物品やサービスを優先的に調達することとされていることを踏まえ、これらの事業所に関する情

報をＨＰ等で積極的に提供することにより、発注の促進を図っています。 

 障害者雇用に関する調査・研究や、政府に対する政策提言の実施 

障害者雇用状況等に関する調査・研究を実施するとともに、当協会設立以来、重度知的障害者の雇

用率制度上の取扱いや雇用と福祉の連携による就労支援など、全国の会員事業所の声を踏まえて政

府に対する政策提言なども行っています。 

こうした提言の中から、精神障害者のトライアル雇用が１２か月まで実施可能となるといったことが

実現しています。 

 

３ これまでの歩み 

 昭和５６年５月 ： 重度障害者多数雇用事業所に対する国の助成金や融資を受けた全国１４０の 

  事業所が集まって、任意団体「重度障害者多数雇用事業所協議会」を結成。 

 平成元年５月 ： 労働大臣から公益法人の認可を受け、社団法人全国重度障害者雇用事業所協会 

  （全重協）となる。 

 平成４年１２月 ： 「障害者の福祉に顕著な功績のあった団体」として、内閣総理大臣から表彰 

  される。 

 平成２４年１２月 ： 当協会の東出顧問、應武副会長（当時）が、「障害者関係功労者」として内閣 

  総理大臣から表彰される。 

 平成２６年４月 ： 公益社団法人に移行し、現在に至る。 

 平成２９年度 ： 栗原会長（当時）が旭日中綬章、加藤副会長（当時）が藍綬褒章をそれぞれ 

  受賞。大本副会長、丸物専務理事（当時）が「障害者関係功労者」として内閣 

  総理大臣から表彰される。 

 令和２年４月 ： 団体名を「公益社団法人全国障害者雇用事業所協会」（全障協）に変更。  

 令和４年１２月 ： 当協会の栗原会長（当時）が、「障害者関係功労者」として内閣総理大臣から 

  表彰される。 

  



４ こんな事業所が会員です。 

 会員数（令和６年６月末現在） 正会員  ３０６   賛助会員  ３２   計  ３３８  

 様々な事業所 

会員は、株式会社、有限会社のほか、大企業が障害者を多数雇用するために設立した特例子会社、

地方公共団体と企業の共同出資による第３セクター方式の事業所、就労継続支援Ａ型事業により障

害者を雇用している社会福祉法人など多様です。 

 様々な業種 

会員事業所の業種は、クリーニング・リネンサプライ、印刷・製本・紙製品、栽培飼育・食品、電気

機器などが多くなっていますが、他にもマッサージ・清掃・リサイクル、金属製品・機械器具、情報

処理サービス、卸・小売、飲食店等多岐にわたっています。 

また、実際に障害者が従事している職種としては、事務処理も多くなっています。 

 障害者雇用の先進的な取組み 

会員事業所の中には、有名な「日本で一番大切にしたい会社」で障害者の雇用に熱心に取組む企業

として取り上げられている企業（日本理化学工業㈱、㈱大谷）や「日本で一番大切にしたい会社大

賞」を受賞した企業（東和組立㈱、日本ウエストン㈱、㈱きものブレイン、㈱大協製作所等）、経済

産業省のダイバーシティ経営企業１００選に選ばれた企業（㈱特殊衣料、三洋商事㈱、㈲奥進シス

テム、北海道はまなす食品㈱等）など、先進的な取組みを進めている企業が多数あります。 

 全障協の役員一覧 

会長 加藤 勇 （和光産業株式会社 代表取締役） 

副会長 加藤 幹夫 （株式会社新陽ランドリー 代表取締役） 

副会長 澁谷 栄作 （株式会社ダイキンサンライズ摂津 代表取締役社長） 

専務理事 湯浅 善樹 

常務理事 木村 孝 （株式会社きむらクリーニング 代表取締役） 

常務理事 白石 圭太郎 （株式会社チャレンジドジャパン 代表取締役） 

常務理事 新井 利昌 （埼玉福興株式会社 代表取締役） 

常務理事 大西 明彦 （デンソー太陽株式会社 代表取締役社長） 

常務理事 奧脇 学 （有限会社奥進システム 代表取締役） 

常務理事 宮﨑 真 （株式会社ニシキプリント 代表取締役） 

常務理事 岩﨑 龍太郎 （ATU ホールディングス株式会社 代表取締役） 

理事 池田 幸繁 （株式会社特殊衣料 取締役） 

理事 茂森 実 （株式会社ほくでんアソシエ 代表取締役社長） 

理事 村田 陽一 （村田基準寝具株式会社 代表取締役社長） 

理事 大山 隆久 （日本理化学工業株式会社 代表取締役社長） 

理事 川島 薫 （住重ウィル株式会社 代表取締役） 

理事 田沼 泰輔 （株式会社ダイバビリティ総合研究所 代表取締役所長） 

理事 林 佳寿彦 （東和組立株式会社 取締役社長） 

理事 平下 学 （平下塗装株式会社 代表取締役） 

理事 大橋 恭子 （阪神友愛食品株式会社 代表取締役社長） 

理事 西林 聡 （コクヨ K ハート株式会社 代表取締役社長） 

理事 板橋 良樹 （有限会社岡山県農商 代表取締役社長） 

理事 池田 拓郎 （南九イリョー株式会社 事業本部副本部長） 

理事 田中 久光 （有限会社東西食品 代表取締役） 

監事 堂田 尚子 （株式会社大谷 代表取締役社長） 

監事 森田 泰 （長崎基準寝具有限会社 取締役） 

顧問 栗原 敏郎 （株式会社大協製作所 代表取締役会長） 

顧問 丸物 正直  

  



５ 会員になると 

 障害者雇用のノウハウの提供 

⚫ 会員同士の経験交流や事業所見学会を通じて、障害者雇用のノウハウや問題解決の手掛かりが得

られます。 

⚫ さらに必要な場合は、障害者の人事労務管理の問題のみならず、経営面の問題も含めて、同業種、

同規模の会員企業から具体的なアドバイスがもらえます。 

全障協は、多様な事業形態の会員で構成されており、障害者雇用に関する様々な情報・ノウハウ

の提供や企業見学等について１団体で対応できることを特色としています。 

 最新情報の提供 

ブロックごとに開催されるセミナー等を通じて、各種助成金や税制上の優遇措置を始めとする国の

障害者雇用施策の動向など最新の情報が得られます。 

 ハートフルマークの活用等 

全障協のシンボルマークである「ハートフルマーク」を貴社の製品、商品等に表示できます。これ

により、障害者の雇用に熱心な事業所であることをＰＲすることができ、官公需の受注促進にもつ

ながります。 

また、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が毎年度、全国から参加を募って開催する障

害者ワークフェアで、貴社の事業内容や製品の紹介を行うこともできます。 

 

６ 会員になるには 

 会員の種類 

正会員 ： 全障協の目的に賛同し、障害者を雇用しており、今後その雇用を促進しようとする事業

主の皆さまが対象です。 

なお、ブロック長が承認すれば、これから障害者を雇用しようとしている事業主も対象

になります。 

賛助会員： 全障協の目的に賛同し、事業に協力いただける個人、法人又は団体であれば、どなたで

も対象になります。 

※正会員、賛助会員とも、全障協理事会の承認を得た上で、正式に会員となります。 

 入会金、会費 

正会員 ： 入会金  ３万円  年会費  １口６万円（１口以上） 

賛助会員 ： 年会費のみ 〔個人〕１口２万５千円   〔法人・団体〕１口５万円 （いずれも１口以上） 

 入会手続き 

入会を希望される方は、下記７の連絡先までご連絡ください。入会申込書をお送りします。（全障協

のＨＰからダウンロードすることもできます。⇒全障協 HP「全障協への入会について」クリック） 

 

７ 連絡先 

〒１０４－００３２ 東京都中央区八丁堀１－３－９ 坂根八重洲ビル８Ｆ 
公益社団法人全国障害者雇用事業所協会 
電話０３－６２８０－３６２７ ＦＡＸ０３－６２８０－３６２８ 
ＵＲＬ〔https://www.zenjukyo.or.jp/〕 

あたたかいハートの中で、障害者と経営者がともに手を

取り合って働く姿をデザインしたもので、人の優しさを

ハートの笑顔で表現しています。 

〔ハートフルマーク〕 

https://www.zenjukyo.or.jp/

